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[続葉有]

= (54) Title: FUEL SUPPLY UNIT

≡ (54) 発明の名称 ：燃料供給ュニ ッ ト

FI G. 2A 4 s (57) Abstract: I n a fuel supply unit (10), a vapor discharge passage (42) for
discharging vapor i s formed in an intake-side holder (34) constituting a holder
(16), and a strainer (20) i s mounted on the top end o f the vapor discharge pas
sage (42). The strainer (20) comprises a porous body (58) having an outer
periphery surface formed into a webbing, and a housing (60) for holding the
porous body (58), the housing (60) being provided with a communication hole
(66) facing the top part o f the porous body (58). When fuel i s supplied to a
fuel tank (12) after the fuel tank (12) and a pump chamber (38) have been
completely empty of fuel, gas remaining in the pump chamber (38) i s dis
charged through the porous body (58) and out to the exterior from the commu
nication hole (66).

(57) 要約： 燃料供給 ユニ ッ ト （1 0 ) において、ホル ダ （1
6 ) を構成す る吸入側ホル ダ （3 4 ) にべ一パ を排 出す るため
のべ一パ排 出通路 （4 2 ) を形成 し、前記べ一パ排 出通路 （4
2 ) の上端部 にス トレーナ （2 0 ) を装着 す る。ス トレーナ
( 2 0 ) は、網 目状 に形成 され た外周 面 を有す る多孔体 （5

8 ) と、該 多孔体 （5 8 ) を保持す るハ ウジング （6 0 ) とか
らな り、前記ハ ウジング （6 0 ) には、前記 多孔体 （5 8 ) の
上部 に臨む連通 口 （6 6 ) を備 える。そ して、燃料 タンク （1
2 ) 及びポ ンプ室 （3 8 ) 内の燃料が完全にな くな った状態か
ら前記燃料 タンク （1 2 ) へ燃料 を給 油 した場合 、ポ ンプ室
( 3 8 ) 内に残存 している気体が前記 多孔体 （5 8 ) を通 じて

連通 口 （6 6 ) か ら外部へ と排 出され る。



(BF, BJ, CF, CG, CI, CM, GA, GN, GQ, GW, ML, MR, 添付公開書類：
NE, SN, TD, TG). - 国際調査報告 （条約第 2 1条 (3))



明 細 書

発明の名称 ：燃料供給ュニッ ト

技術分野

[0001 ] 本発明は、車両の燃料タンクか ら内燃機関へ と燃料を供給するための燃料

供給ュニ ッ 卜に関する。

背景技術

[0002] 従来か ら、車両において燃料を燃料タンクか ら燃料噴射装置へ と供給する

ための燃料供給ュニ ッ 卜が用い られている。 このような燃料供給ュニ ッ 卜と

しては、例えば、ハ ウジングと、該ハ ウジングに設けられ燃料を吸入 吐出

可能な燃料ポンプと、前記燃料ポンプのポンプ部 において発生する燃料のベ

—パ （気泡）を外部へ と排出するべ一パ排出口とを備える。そ して、ベ 一パ

排出口には、例えば、ナイロン繊維製 メッシュを袋状 に形成 した多孔材か ら

な り、外部か らの異物等の進入を防止するス トレーナが装着 されている （例

えば、特開 2 0 0 8 _ 2 7 4 8 2 0 号公報参照）。

[0003] 上述 した燃料供給ュニ ッ 卜を長期間使用 し、燃料を吸入する吸入口に設け

られたフィルタに異物等が堆積 して目詰 まりが生 じた場合、ス トレーナによ

つてべ一パ排出口か ら燃料 と共に異物等をハ ウジングの内部へ吸い込んで し

まうことを防止 している。

発明の概要

[0004] しか しなが ら、上述 した従来技術 に係 る燃料供給ユニ ッ トでは、ス トレ一

ナが燃料の吸入される燃料ポンプのポンプ室より低い位置に取 り付けられて

いる。そのため、例えば、燃料タンク内の燃料が空状態 （ポンプ室内も同様

に空状態）において、前記燃料タンクへ燃料を給油 した場合には、ポンプ室

と連通 している吸入口及びべ一パ排出口が共に燃料ポンプの下部 において下

向きに開口 しているため、ポンプ室内に燃料が流入せずに気体が残存 したま

まの状態で、燃料タンク内における燃料の液面が上昇 してい くこととなる。

この際、多孔材か らメッシュ状 に形成 されたス 卜レーナが燃料に浸されるこ



とで、複数の孔部に前記燃料が入り込み、その表面張力によって前記孔部が

塞がれ気体の通過 しにくい状態となる。

[0005] 一般的に、燃料ポンプは、そのポンプ室に燃料が供給されている状態で所

定の吸入能力及び吐出能力を発揮するように設計されており、前記ポンプ室

に燃料のない状態 （空状態）では、前記吸入能力及び吐出能力が低下 して し

まう。そのため、ポンプ室に燃料がなく、 しかも、ベ一パ排出口のス トレ一

ナが燃料に浸っている状態にある場合、ポンプ部のィンペラが回転を始めて

燃料の吸い込みを開始 しようとしたとしても、ポンプ室内の気体に対 してス

卜レーナの孔部に満たされた燃料の表面張力に打ち勝つだけの圧力を付与す

ることができない。

[0006] 従って、ポンプ室内の気体を外部へと排出することができず、それに伴つ

て、吸入口から燃料を吸い込むことができないため、燃料ポンプが空転状態

になって しまう。

[0007] 本発明の一般的な目的は、燃料タンク内の燃料がなくなった場合でも、燃

料ポンプの空回りを防止 して前記燃料を確実に吸入することが可能な燃料供

給ュニッ卜を提供することにある。

[0008] 本発明は、燃料タンクの開口部に装着され閉塞するべ一ス部材と、該べ一

ス部材に接続されるホルダに保持され、燃料を吸入 吐出する燃料ポンプと

、前記燃料ポンプに形成され前記燃料中で生 じたベーパを排出する排出孔と

、前記排出孔を通 じた異物の進入を防止するス トレーナとを有する燃料供給

ュニッ卜において、

前記ス トレーナには、外周面が網目状に形成されたフィルタと、前記燃料

の表面張力による液膜が形成されない大きさを有 し、且つ、前記フィルタに

おける前記異物の濾過領域を連通する連通口を備えると共に、前記燃料タン

クには、前記燃料の満量時において該燃料で満たされない空間を有 し、前記

連通口が前記空間に開口することを特徴とする。

[0009] 本発明によれば、燃料供給ユニットにおいて、燃料ポンプには燃料中で生

じたべ一パを排出する排出孔が形成されると共に、前記排出孔を通 じた異物



の進入を防止可能なス 卜レーナを備え、前記ス 卜レーナは網 目状に形成され

た外周面を有 したフィルタと、前記燃料の表面張力による液膜が形成されな

い大きさを有 し、且つ、前記フィルタにおける前記異物の濾過領域を連通す

る連通口を備える。 これにより、例えば、燃料タンク内の燃料がな くなり、

且つ、燃料ポンプのポンプ室内にも前記燃料がな くなった状態から前記燃料

タンクへ燃料を給油 した場合に、付着 した燃料でフィルタの網 目が塞がれて

いても、液膜が形成されることのない連通口を通 じて燃料ポンプ内の気体を

排出することができる。その結果、燃料ポンプ内に燃料が供給されていない

状態と、前記ス トレーナが前記燃料に浸る状態とが同時に起きた場合でも、

前記燃料ポンプによって内部に残存 している気体を確実に外部へと排出する

ことができ、該燃料ポンプの空転による前記燃料の吸い込み不能を防止でき

、該燃料を確実に吸入することが可能となる。

図面の簡単な説明

[001 0] [ 図 1] 本発明の第 1 の実施の形態に係る燃料供給ュニッ 卜が燃料タンクに装着

された状態を示す全体構成図である。

[ 図2] 図 2 A は、図 1 の燃料供給ュニッ 卜におけるス トレーナ近傍を示す拡大

図であり、図 2 B は、図 2 A の燃料供給ユニッ トにおいて吸入フィルタが目

詰まりした状態を示すス 卜レーナ近傍の拡大図である。

[ 図3] 変形例に係る燃料供給ュニッ 卜のス トレーナ近傍を示す拡大構成図であ

る。

[ 図4] 本発明の第 2 の実施の形態に係る燃料供給ュニッ 卜のベース部材近傍を

示す拡大構成図である。

[ 図5] 本発明の第 3 の実施の形態に係る燃料供給ュニッ 卜が燃料タンクに装着

された状態を示す全体構成図である。

発明を実施するための形態

[001 1] この燃料供給ュニッ 卜1 0 は、図 1 に示されるように、燃料タンク 1 2 の

上面 1 2 a に固定されるべ一ス部材 1 4 と、該べ一ス部材 1 4 に接続される

有底筒状のホルダ 1 6 と、前記ホルダ 1 6 の内部に設けられる燃料ポンプ 1



8 と、前記ホル ダ 1 6 に接続 され前記燃料 タンク 1 2 側 か らの異物等の進入

を防止するス トレー ナ 2 0 とを含む。 なお、 この燃料供給 ユニ ッ ト1 0 は、

上部 に開 口部 2 2 を有 した燃料 タンク 1 2 に用 い られ る上付 けタイプである

[001 2] ベ 一 ス部材 1 4 は、燃料 タンク 1 2 の上面 1 2 a に開 口 した開 口部 2 2 に

装着 され、前記開 口部 2 2 を覆 う円盤状 の本体部 2 4 と、該本体部 2 4 に対

して直立 して前記開 口部 2 2 に揷 入 され る接続部 2 6 とを有 する。 そ して、

この接続部 2 6 が燃料 タンク 1 2 の外側 か ら内部へ と挿入 され ると共 に、 開

口部 2 2 が本体部 2 4 で覆 われた状態で該本体部 2 4 の外縁部 が前記燃料 タ

ンク 1 2 の上面 1 2 a に対 して複数 のボル ト2 8 で固定 され る。

[001 3] また、ベ 一 ス部材 1 4 には、燃料ポ ンプ 1 8 に対 して電気的に接続 され、

図示 しないコン トローラか ら制御信号が入力 され る接続 コネクタ 3 0 が設 け

られ る。

[0014] ホル ダ 1 6 は、有底筒状 に形成 され燃料 タンク 1 2 内の燃料 を吸入する吸

入 口 3 2 を有 した吸入側 ホル ダ 3 4 と、前記吸入側 ホル ダ 3 4 の内部 に装着

され、ベ 一 ス部材 1 4 の接続部 2 6 に対 して接続 され る吐出側 ホル ダ 3 6 と

を備 える。 吸入 口 3 2 には、燃料 中に含 まれ る異物等 を捕捉 することで燃料

ポ ンプ 1 8 の内部へ進入するのを防止する吸入 フィル タ （図示せず）が装着

されている。

[001 5] な お、 吐出側 ホル ダ 3 6 には、燃料ポ ンプ 1 8 によ って吸入 された燃料 を

外部へ と吐出する吐出口 （図示せず）が形成 され る。

[001 6] この吸入側 ホル ダ 3 4 には、燃料ポ ンプ 1 8 のポ ンプ室 3 8 に連通 したべ

—パ排 出孔 （排 出孔） 4 0 と接続 され、前記べ一パ排 出孔 4 0 を通 じて燃料

中のベ 一 パ （気泡）が排 出され るべ一パ排 出通路 （排 出通路） 4 2 を有 する

[001 7] ベ 一 パ排 出通路 4 2 は、 その一端部 が吸入側 ホル ダ 3 4 の下部 に形成 され

、鉛 直下方向 （矢印 A 方 向） に向か って延在 する第 1 通路部 4 4 と、該第 1

通路部 4 4 の下端部 に接続 され該吸入側 ホル ダ 3 4 の軸線 と直交 した水平方



向に延在する第 2 通路部 4 6 と、前記第 2 通路部 4 6 の端部 に略直交するよ

うに接続 され、吐出側ホル ダ 3 6 の外周面 に沿 って上方 （矢印 B 方向）へ と

延在する第 3 通路部 4 8 とか らなる。

[001 8] ベ 一パ排 出通路 4 2 の第 3 通路部 4 8 は、 その端部がホル ダ 1 6 の軸方向

に沿 った略中央近傍 まで延在 して上方 （矢印 B 方向）に向か って開口 してい

る。 このべ一パ排 出通路 4 2 の端部 には、燃料 タンク 1 2 内の燃料 に含 まれ

る異物等の吸い込みを防止するス 卜レーナ 2 0 が装着 されると共 に、前記ス

卜レーナ 2 0 が、吐出側ホル ダ 3 6 の外周面 に形成 された収納部 （包囲壁）

5 0 の内部 に収納 される。

[001 9] 収納部 5 0 は、 吐出側ホル ダ 3 6 の外周面 に対 して半径外方向に突出 し、

且つ、下方 （矢印 A 方向）に向か って断面矩形状 に開口するように形成 され

、 その内部 には空間 5 2 が形成 される。詳細 には、収納部 5 0 は、図 2 A 及

び図 2 B に示 されるように、吐出側ホル ダ 3 6 の軸線 に対 して直交方向に延

在する上壁 5 4 と、該上壁 5 4 の端部 に対 して直交 して下方へ と延在 した外

壁 5 6 とか らなる。

[0020] このス トレーナ 2 0 は、例 えば、網 目状の樹脂製材料か ら円柱状 に形成 さ

れた多孔体 （フィル タ） 5 8 と、前記多孔体 5 8 を保持するハ ウジング 6 0

とを備 える。多孔体 5 8 は、 その外周面がメッシュ状 に形成 され、例 えば、

燃料が多孔体 5 8 に対 して半径方向に通過することで、前記燃料 に含 まれる

異物等が捕捉 され、該異物等がベーパ排 出通路 4 2 を通 じて燃料ポ ンプ 1 8

へ と吸い込 まれることを防止 している。すなわち、多孔体 5 8 の外周面は、

異物等 を捕捉 して濾過可能な濾過領域 と して機能する。

[0021 ] ハ ウジング 6 0 は、多孔体 5 8 を保持する円筒状の保持部 6 2 と、該保持

部 6 2 の下端部 に形成 され、収納部 5 0 を閉塞する仕切壁 6 4 とを備 え、前

記保持部 6 2 の下端部 にベーパ排 出通路 4 2 の端部が接続 され、多孔体 5 8

と前記べ一パ排 出通路 4 2 とが同軸上 に配置 される。

[0022] 保持部 6 2 の上端部 には、該保持部 6 2 の軸方向 （矢印 A 、 B 方向）に貫

通 した連通 口 6 6 が形成 され、該連通 口 6 6 を通 じて前記保持部 6 2 の内部



と外部 とが連通すると共 に、前記連通 口 6 6 を介 して多孔体 5 8 が外部 に露

呈 している。なお、連通 口 6 6 は、多孔体 5 8 と同軸上 に形成 される。

[0023] 連通 口 6 6 は、例 えば、断面円形状 に開口 し、 その直径 は燃料が付着 した

際、 その表面張力によって液膜の形成 されることがない大 きさに設定される

。具体的には、多孔体 5 8 の孔径 よ り大 きく設定される。

[0024] また、保持部 6 2 の側部 には、半径方向に貫通 した複数の窓部 7 0 が開口

してお り、該窓部 7 0 は、前記保持部 6 2 の周方向に沿 って互いに等間隔離

間 している。 そ して、窓部 7 0 を通 じて保持部 6 2 の内部 と外部 とが連通 し

、前記窓部 7 0 を介 して多孔体 5 8 が外部 に露呈 している。

[0025] 仕切壁 6 4 は、保持部 6 2 の軸線 に対 して直交方向に延在 し、 その外縁部

が上方 に向か って略直角 に折曲され収納部 5 0 の内壁面 に当接することで該

収納部 5 0 の空間 5 2 を閉塞 している。 また、仕切壁 6 4 には、該仕切壁 6

4 を貫通する孔部 7 2 が形成 され、前記孔部 7 2 を通 じて収納部 5 0 の空間

5 2 と燃料 タンク 1 2 の内部 とが連通 している。 そ して、ハ ウジング 6 0 は

、多孔体 5 8 を保持 した状態で収納部 5 0 に装着 された際、 その仕切壁 6 4

が前記収納部 5 0 の外壁 5 6 の下端近傍 となるように配置 される。

[0026] 燃料ポ ンプ 1 8 は、図示 しないコン トローラか らの制御信号 に基づいて回

転駆動する電動モータ 7 4 と、前記電動モータ 7 4 の回転作用下に燃料 を吸

入 吐出するポ ンプ部 7 6 とを備 え、前記ポ ンプ部 7 6 は、前記電動モータ

7 4 の駆動軸 7 8 に連結 されるインペ ラ 8 0 と、前記インペ ラ 8 0 が回転す

ることで燃料が吸入されるポ ンプ室 3 8 とか らなる。

[0027] このポ ンプ室 3 8 は、吸入 口 3 2 及び下方 （矢印 A 方向）に向か って延在

したべ一パ排 出孔 4 0 とそれぞれ連通 し、ポ ンプ部 7 6 において発生 したベ

—パが前記ポ ンプ室 3 8 か らべ一パ排 出孔 4 0 へ と排 出され、該べ一パ排 出

孔 4 0 の下方で接続 されたべ一パ排 出通路 4 2 を経て外部へ と排 出される。

[0028] そ して、電動モータ 7 4 の駆動作用下に複数の羽根 を有 したインペ ラ 8 0

が回転することで、吸入 口 3 2 か ら吸入された燃料がポ ンプ室 3 8 へ と導入

され、図示 しない吐出口へ と吐出される。



[0029] 本発明の第 1 の実施の形態に係る燃料供給ュニッ 卜1 0 は、基本的には以

上のように構成されるものであ り、次にその動作並びに作用効果について説

明する。

[0030] 先ず、燃料供給ュニッ 卜1 0 の燃料ポンプ 1 8 において、図示 しないコン

卜ローラか らの制御信号が接続 コネクタ 3 0 を通 じて入力され、前記制御信

号に基づいて電動モータ 7 4 が駆動することによって前記燃料ポンプ 1 8 の

インペラ 8 0 が回転 し、燃料タンク 1 2 内の燃料が吸入口 3 2 を通 じてボン

プ室 3 8 に吸入された後、吐出口 （図示 しない）へ と吐出される。

[0031 ] また、燃料ポンプ 1 8 が回転駆動する際に発生 したベ一パは、ポンプ室 3

8 か らべ一パ排出孔 4 0 を通 じてべ一パ排出通路 4 2 へ と排出され、第 1 〜

第 3 通路部 4 4 、 4 6 、 4 8 へ と順に移動 した後、ス トレーナ 2 0 を通過 し

て空間 5 2 、孔部 7 2 を経て燃料タンク 1 2 内へ と排出される。

[0032] 次 に、上述 した燃料供給ュニッ 卜1 0 において、燃料タンク 1 2 内の燃料

がな くな り、且つ、該燃料供給ユニッ ト1 0 のポンプ室 3 8 内にも前記燃料

がな くなった状態 （空状態）か ら前記燃料タンク 1 2 へ燃料を給油する場合

について説明する。

[0033] 先ず、燃料が燃料タンク 1 2 へ と給油されると、前記燃料は燃料タンク 1

2 内においてその液面を上昇させなが ら底壁側か ら徐々に上方 （矢印 B 方向

) に向かって満たされてい く。 また、燃料は、吸入口 3 2 か らポンプ室 3 8

へ と流入 し、該ポンプ室 3 8 に徐々に満たされてい く。

[0034] そ して、ポンプ室 3 8 内に残存 している気体は、燃料によって押圧され該

ポンプ室 3 8 か らべ一パ排出孔 4 0 を通 じてべ一パ排出通路 4 2 へ と排出さ

れ、その端部か らス 卜レーナ 2 0 における多孔体 5 8 の内部へ と流通する。

この際、網 目状に形成された多孔体 5 8 の外周面は、すでに付着 している燃

料の表面張力によって塞がれており、気体の通過が困難な状態にあるが、図

2 A に示されるように、該気体は、網 目状に形成されていない多孔体 5 8 の

上部を通 じて連通口 6 6 へ と流通することで前記ス トレ一ナ 2 0 の外部へ と

排出される。 この連通口 6 6 の直径は、燃料が付着 した際に表面張力によつ



て液膜の形成されることがない大きさに設定されているため、前記燃料によ

つて前記連通口6 6 が塞がれて しまうことがない。

[0035] 換言すれば、気体は、ベ一パ排出通路 4 2 に臨む多孔体 5 8 の下端部から

軸方向に沿って上方 （矢印 B方向）へと流通 して上端部から連通口6 6 へと

流通する。

[0036] 最後に、気体は、ス トレーナ 2 0 の外部となる収納部 5 0 から孔部 7 2 を

通 じて燃料タンク 1 2 内へと排出される。

[0037] その結果、燃料が徐々にポンプ室 3 8 へと流入 し始めるのと同時に、該ポ

ンプ室 3 8 内の気体をべ一パ排出通路 4 2 及びス 卜レーナ 2 0 を通 じて燃料

タンク 1 2 へと好適に排出される。そのため、ポンプ室 3 8 に燃料の満たさ

れた状態で燃料ポンプ 1 8 を作動させることができ、該燃料ポンプ 1 8 によ

つて前記燃料を確実に吸い込むことが可能となる。そして、燃料ポンプ 1 8

によって吸入された燃料が吐出口 （図示せず）を通 じて図示 しない内燃機関

の燃料噴射装置へと供給される。

[0038] 一方、吸入口3 2 に設けられた吸入フィルタ （図示せず）が長年の使用に

よって目詰まりを起こした場合、図 2 B に示されるように、燃料タンク 1 2

内の燃料の液面 L が収納部 5 0 における空間 5 2 の上端よりも高くなり、孔

部 7 2 を通 じて前記燃料が収納部 5 0 内に流入 し、ス トレーナ 2 0 を通 じて

ベ一パ排出通路 4 から燃料ポンプ 1 8 側へと流入することがある。

[0039] このような場合にも、収納部 5 0 の空間 5 2 において、燃料はハウジング

6 0 の孔部 7 2 を通 じて多孔体 5 8 の外周面から内部へと通過 した後、ベ一

パ排出通路 4 2 へと流通するため、前記燃料中に含まれる異物等が網目状に

形成され濾過領域である外周面を介 して確実に多孔体 5 8 で捕捉される。

[0040] 換言すれば、燃料は、収納部 5 0 においてハウジング6 0 の開口部 2 2 を

通 じて多孔体 5 8 の外周面側から該多孔体 5 8 の内部へと流入するため、前

記燃料の液面が前記多孔体 5 8 の上端まで到達することがない。その結果、

燃料が、連通口6 6 を通 じて多孔体 5 8 の上部から該多孔体 5 8 の内部へと

流通することが確実に阻止され、該燃料中の異物等がス 卜レーナ 2 0 によつ



て除去されずに燃料ポンプ 1 8 側へ と進入 して しまうことを阻止できる。

[0041 ] 以上のように、第 1 の実施の形態では、ベ 一パを排出するためのベ一パ排

出通路 4 2 の上端部 にス 卜レーナ 2 0 を設け、該ス 卜レーナ 2 0 を構成する

ハ ウジング 6 0 の上端 に多孔体 5 8 に臨み、該ハ ウジング 6 0 の内部 と外部

とを連通する連通 口 6 6 を設けることにより、燃料タンク 1 2 及びポンプ室

3 8 内の燃料が完全にな くなった状態か ら前記燃料タンク 1 2 へ燃料を給油

した場合や、網 目状 に形成 された前記多孔体 5 8 の外周面が燃料の付着 によ

つて塞がれている場合でも、該多孔体 5 8 の軸方向に沿 って流通させ連通 口

6 6 か ら外部へ と排出することが可能 となる。

[0042] そのため、ポンプ室 3 8 に燃料が供給 されていない状態 と、ス トレーナ 2

0 が前記燃料に浸る状態 とが同時に発生することがな く、前記ス トレーナ 2

0 を通 じてポンプ室 3 8 内に残存 している気体を確実に外部へ と排出するこ

とができる。その結果、ポンプ室 3 8 内に燃料が残存 していない状態で発生

する燃料ポンプ 1 8 の空転 を確実に防止することができ、前記燃料ポンプ 1

8 による燃料の吸い込み不能を防いで該燃料を確実に吸入することができる

[0043] また、ス トレーナ 2 0 に形成 された連通 口 6 6 は、燃料タンク 1 2 内に燃

料が完全に満たされた状態でも、収納部 5 0 に前記燃料が充填 されていない

空間 5 2 に開口する位置に配置されているため、異物等の除去されていない

燃料が前記連通 口 6 6 を通 じて燃料ポンプ 1 8 内へ と進入 して しまうことが

阻止される。

[0044] さ らに、ス トレーナ 2 0 の上方及び側方を囲うように収納部 5 0 を設け、

その内部 に空間 5 2 を有 しているため、燃料タンク 1 2 内における燃料の液

面より下方に該燃料の充満されない空間 5 2 を設けることが可能 となる。そ

のため、燃料タンク 1 2 内における燃料の液面位置を考慮することな く、所

望の位置に空間 5 2 を配置することができるため、設計の自由度 を高めるこ

とができる。

[0045] さ らにまた、例えば、燃料タンク 1 2 内の所定の高さに空間 5 2 を配置す



ることで、吸入フィルタが目詰まりし、燃料の液面位置が前記空間 5 2 以下

となった場合にベ一パ排出孔 4 0 から気体を吸い込み始める。この場合、あ

る所定の燃料量の際に常に内燃機関に気体が吸い込まれることに起因 して不

調気味となるため、該内燃機関で発生する違和感に基づいて吸入フィルタの

目詰まりを認識可能な目詰まり検知手段として利用することもできる。

[0046] またさらに、ス トレーナ 2 0 を構成するハウジング6 0 の仕切壁 6 4 によ

つて収納部 5 0 を閉塞 し、孔部 7 2 を通 じてのみ前記収納部 5 0 と燃料タン

ク 1 2 とを連通させることで、前記燃料タンク 1 2 内において生 じる燃料の

流動や振動等が前記収納部 5 0 内の燃料に伝達されて しまうことを抑制でき

る。

[0047] また、ホルダ 1 6 を構成する吸入側ホルダ3 4 にべ一パ排出通路 4 を設

けることで、前記ホルダ 1 6 に対 して燃料ポンプ 1 8 を装着するだけで、前

記燃料ポンプ 1 8 のべ一パ排出孔 4 0 と前記べ一パ排出通路 4 2 とを簡便に

接続することができるため、燃料供給ュニッ卜1 0 の組付性を向上させるこ

とが可能となる。

[0048] さらに、上述 した燃料供給ュニッ卜1 0 においては、ス トレーナ 2 0 がべ

—パ排出通路 4 2 の上端部に同軸上に設けられる構成について説明 したが、

この構成に限定されるものではない。例えば、図 3 に示される燃料供給ュニ

ッ卜1 0 0 のように、ハウジング 1 0 2 の仕切壁 1 0 4 に当接 し、且つ、該

仕切壁 1 0 4 の孔部 1 0 6 と同軸上に多孔体 1 0 8 の配置されたス トレーナ

0 を備えると共に、前記多孔体 1 0 8 と所定距離だけオフセッ卜して平

行にベ一パ排出通路 1 1 2 の端部を接続するようにしてもよい。

[0049] この場合、ベ一パ排出通路 1 1 2 の端部は、仕切壁 1 0 4 を貫通するよう

に揷入されると共に、多孔体 1 0 8 は、前記孔部 1 0 6 と同軸上に設けられ

た保持部 1 1 4 を介 して配置される。

[0050] 次に、第 2 の実施の形態に係る燃料供給ユニット1 5 0 を図4 に示す。な

お、上述 した第 1実施の形態に係る燃料供給ュニッ卜1 0 と同一の構成要素

には同一の参照符号を付 して、その詳細な説明を省略する。



[0051 ] この第 2 の実施の形態に係る燃料供給ユニッ ト1 5 0 では、図 4 に示され

るように、ス トレーナ 2 0 を覆 う収納部 1 5 2 がべ一ス部材 1 5 4 の下部に

設けられている点で、第 1 の実施の形態に係る燃料供給ュニッ 卜1 0 と相違

している。

[0052] このべ一ス部材 1 5 4 は、外周面に対 して半径外方向に突出 し、且つ、下

方 （矢印 A 方向）に向かって開口 した収納部 1 5 2 を備える。収納部 1 5 2

は、吸入側ホルダ 3 4 に形成されたべ一パ排出通路 4 2 の他端部に臨むよう

に形成され、前記べ一パ排出通路 4 2 に装着されたス 卜レーナ 2 0 の上方の

臨む上壁 1 5 6 と、該上壁 5 4 の端部か ら下方に向かって延在する外壁 1 5

8 とを備える。

[0053] また、外壁 1 5 8 の高さは、ス トレーナ 2 0 の全体を覆 うように上壁 1 5

6 の端面か ら下方に向かって所定高さで形成される。

[0054] このように、第 2 の実施の形態では、ベ一ス部材 1 5 4 に収納部 1 5 2 を

形成することにより、例えば、ホルダ 1 6 に収納部 5 0 を形成する場合 と比

較 し、簡便に形成することができると共に、前記燃料ポンプ 1 8 を保持する

ホルダ 1 6 をべ一ス部材 1 5 4 に組み付けることで、確実且つ容易にス トレ

—ナ 2 0 を収納部 1 5 2 内に配置することができる。その結果、燃料供給ュ

ニッ ト1 5 0 における構成の簡素化 と組付工数の削減を図ることができる。

[0055] 次 に、第 3 の実施の形態に係る燃料供給ュニッ 卜1 7 0 を図 5 に示す。な

お、上述 した第 1 及び第 2 の実施の形態に係る燃料供給ュニッ 卜1 0 、 1 5

0 と同一の構成要素には同一の参照符号を付 して、その詳細な説明を省略す

る。

[0056] この第 3 の実施の形態に係る燃料供給ユニッ ト1 7 0 は、図 5 に示される

ように、底壁 1 7 4 a に開口部 1 7 2 を有 した燃料タンク 1 7 4 に用いられ

る下付けタイプであ り、ベ一ス部材 1 7 6 の接続部 1 7 8 が燃料ポンプ 1 8

8 を保持可能なホルダ 1 8 0 の一部 として機能すると共に、前記ホルダ 1 8

0 の吐出側ホルダ 1 8 2 にス トレーナ 2 0 を覆 う収納部 1 8 4 が設けられて

いる点で、第 1 及び第 2 の実施の形態に係る燃料供給ュニッ 卜1 0 、 1 5 0



と相違 している。

[0057] このべ一ス部材 1 7 6 は、燃料タンク 1 7 4 の底壁 1 7 4 a に開口 した開

口部 1 7 2 に装着 され、前記開口部 1 7 2 を覆 う円盤状の本体部 1 8 6 と、

該本体部 1 8 6 に対 して直立 して前記開口部 1 7 2 に挿入される接続部 1 7

8 とを有 している。そ して、接続部 1 7 8 が燃料タンク 1 7 4 の外側か ら内

部へ と揷入されホルダ 1 8 0 が連結 される。 また、ベ 一 ス部材 1 7 6 は、開

口部 1 7 2 を本体部 1 8 6 で覆 った状態で該本体部 1 8 6 の外縁部が前記燃

料タンク 1 7 4 の底壁に対 して複数のボル 卜2 8 で固定される。

[0058] 接続部 1 7 8 の中央には、燃料ポンプ 1 8 8 が収容され、該接続部 1 7 8

と隣接 して燃料の吸入される吸入口 1 9 0 と、前記燃料ポンプ 1 8 8 と略平

行に延在するべ一パ排出通路 1 9 2 とが形成 される。ベ 一パ排出通路 1 9 2

の開口 した上端部 にはス 卜レーナ 2 0 が装着 される。

[0059] ホルダ 1 8 0 は、接続部 1 7 8 及び該接続部 1 7 8 に収容された燃料ボン

プ 1 8 8 の上部 を覆 うように設けられ、外周側 に設けられ下方に向かって開

口 した収納部 1 8 4 がス トレーナ 2 0 を覆 うように形成 される。 この収納部

8 4 は、ス トレーナ 2 0 の上部 に臨む上壁 1 9 4 と、前記上壁 1 9 4 の端

部か ら下方に向かって延在 した外壁 1 9 6 とを備える。そ して、ス トレーナ

2 0 は、その上部が上壁 1 9 4 によって覆われ、外周面が外壁 1 9 6 によつ

て覆われている。

[0060] なお、吸入口 1 9 0 には、燃料ポンプ 1 8 8 の吸入接続部 1 9 8 に接続 さ

れるチュ一プ 2 0 0 に対 して吸入フィルタ 2 0 2 が接続 され、前記吸入接続

部 1 9 8 に吸入される燃料に含 まれる異物等を捕捉する。

[0061 ] このように、第 3 の実施の形態では、ベ 一パを排出するためのベ 一パ排出

通路 1 9 2 の上端部 にス トレーナ 2 0 を設け、該ス トレーナ 2 0 を構成する

ハ ウジング 6 0 の上端 に多孔体 5 8 に臨み、該ハ ウジング 6 0 の内部 と外部

とを連通する連通 口 6 6 を設けることにより、燃料タンク 1 7 4 及びポンプ

室内の燃料が完全にな くなった状態か ら前記燃料タンク 1 7 4 へ燃料を給油

した場合、網 目状 に形成 された前記多孔体 5 8 の外周面が燃料の付着 によつ



て塞がれている場合でも、該多孔体 5 8 の軸方向に沿って流通させ連通口 6

6 から外部へと排出することが可能となる。

[0062] そのため、ポンプ室 3 8 に燃料が供給されていない状態と、ス トレーナ 2

0 が前記燃料に浸る状態とが同時に発生することがな く、前記ス トレーナ 2

0 を通 じてポンプ室 3 8 内に残存 している気体を確実に外部へと排出するこ

とができる。その結果、ポンプ室 3 8 内に燃料が残存 していない状態で発生

する燃料ポンプ 1 8 8 の空転を確実に防止することができ、前記燃料ポンプ

1 8 8 による燃料の吸い込み不能を防いで該燃料を確実に吸入することがで

きる。

[0063] なお、本発明に係る燃料供給ユニッ トは、上述の実施の形態に限らず、本

発明の要旨を逸脱することな く、種々の構成を採 り得ることはもちろんであ

る。



請求の範囲

燃料 タンク （1 2 、 7 4 ) の開 口部 に装着 され閉塞するべ一ス部

材 （1 4 、 1 5 4 、 1 7 6 ) と、該べ一ス部材 （1 4 、 1 5 4 、 1 7

6 ) に接続 されるホル ダ （1 6 、 1 8 0 ) に保持 され、燃料 を吸入 -

吐出する燃料ポ ンプ （1 8 、 1 8 8 ) と、前記燃料ポ ンプ （1 8 、 1

8 8 ) に形成 され前記燃料中で生 じたベ 一パ を排 出する排 出孔 （4 0

) と、前記排 出孔 （4 0 ) を通 じた異物の進入を防止するス トレーナ

( 2 0 、 1 1 0 ) とを有する燃料供給ユニ ッ ト （1 0 、 1 0 0 、 1 5

0 、 7 0 ) において、

前記ス トレーナ （2 0 、 1 1 0 ) には、外周面が網 目状 に形成 され

たフィル タ （5 8 ) と、前記燃料の表面張力による液膜が形成 されな

い大 きさを有 し、且つ、前記 フィル タ （5 8 ) における前記異物の濾

過領域 を連通する連通 口 （6 6 ) を備 えると共 に、前記燃料 タンク （

1 2 、 7 4 ) には、前記燃料の満量時において該燃料で満たされな

い空間 （5 2 ) を有 し、前記連通 口 （6 6 ) が前記空間 （5 2 ) に開

口することを特徴 とする燃料供給ュニ ッ 卜。

請求項 1 記載の燃料供給ュニ ッ 卜において、

前記空間 （5 2 ) は、 少な くとも前記ス トレーナ （2 0 ) の上方及

び側方 を覆 う包囲壁 （5 0 、 1 5 8 ) によって形成 されることを特徴

とする燃料供給ュニ ッ 卜。

請求項 2 記載の燃料供給ュニ ッ 卜において、

前記包囲壁 （5 0 ) は、前記ホル ダ （1 6 ) に形成 されることを特

徴 とする燃料供給ュニ ッ 卜。

請求項 2 記載の燃料供給ュニ ッ 卜において、

前記包囲壁 （1 5 8 ) は、前記べ一ス部材 （1 5 4 ) に形成 される

ことを特徴 とする燃料供給ュニ ッ 卜。

請求項 1 記載の燃料供給ュニ ッ 卜において、

前記空間 （5 2 ) の下方 には、前記燃料 タンク （1 2 ) の間に設 け



られる流路の流路断面積 を減少させる仕切壁 （1 0 4 ) が設 け られる

ことを特徴 とする燃料供給ュニ ッ 卜。

[ 請求項 6] 請求項 5 記載の燃料供給ュニ ッ 卜において、

前記仕切壁 （1 0 4 ) は、前記ス トレーナ （1 1 0 ) と一体で形成

されることを特徴 とする燃料供給ュニ ッ 卜。

[ 請求項7] 請求項 1 ~ 6 のいずれか 1 項 に記載の燃料供給ュニ ッ 卜において、

前記ホル ダ （1 6 ) には、前記排 出孔 （4 0 ) と前記ス トレーナ （

2 0 、 1 1 0 ) とを連通 させる排 出通路 （4 2 ) が形成 され、前記ホ

ル ダ （1 6 ) と前記燃料ポ ンプ （1 8 ) との組み付 け時に前記排 出通

路 （4 2 ) と前記排 出孔 （4 0 ) とが接続 されて連通することを特徴

とする燃料供給ュニ ッ 卜。

[ 請求項8] 請求項 1 ~ 7 のいずれか 1 項 に記載の燃料供給ュニ ッ 卜において、

前記連通 口 （6 6 ) は、前記 フィル タ （5 8 ) の孔径 よ り大 きな孔

径で開口 して形成 されることを特徴 とする燃料供給ユニ ッ ト。
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